
 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４ 公立高等学校の受検料等の額 １４ 公立高等学校の受検料等の額 
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Ⅲ その他の経費について 

Ⅰ 受検料等の額について 

（平成 29 年５月１日現在における平成 30 年度入学生予定額です。） 

（１） 受検料 

区 分 県 立      横 浜 市 立      川 崎 市 立      横須賀市立 

全日制の課程 2,200 円 2,200 円 2,200 円 2,200 円 

定時制の課程 950 円 650 円 950 円 950 円 

通信制の課程 無  料 

（２） 入学料 

区 分 県 立      横 浜 市 立      川 崎 市 立      横須賀市立 

全日制の課程 5,650 円 5,650 円 5,650 円 5,650 円 

定時制の課程 2,100 円 1,200 円 2,100 円 2,100 円 

通信制の課程 無  料 

※ 経済的な理由で支払いが困難な方に対し、受検料、入学料の全部または一部を免除する

制度があります。(36 ページを参照) 

（３） 授業料 

区 分 県 立      横 浜 市 立      川 崎 市 立      横須賀市立 

全日制の課程 (年額)118,800 円  (年額)118,800 円(年額)118,800 円 (年額)118,800 円 

定時制の課程 (年額)32,400 円 (年額)32,400 円 (年額)32,400 円 (年額)32,400 円 

通信制の課程 

1 単位 350 円  

（平日登校履修は 

1 単位 700 円） 

※ 住民税のうち、「市町村民税所得割額」が 30 万 4,200 円未満の世帯については、申請の

手続を行うことで、授業料をご負担いただく必要がなくなります。（36 ページを参照） 

神奈川県公立高等学校では、このほかに教科書代・副教材代・修学旅行費などの経費がかか 

ります。 

詳細については、各学校にお問い合わせください。 

受検料等については、各学校または下記の所属にお問い合わせください。 
 

区  分 所  属  名 電 話 番 号      

県立 神奈川県教育委員会教育局行政部財務課 (045)210-8113（直通）

横浜市立 横浜市教育委員会事務局指導部高校教育課 (045)671-3272（直通）

川崎市立 川崎市教育委員会事務局総務部学事課 (044)200-3264（直通）

横須賀市立 横須賀市教育委員会事務局学校教育部教育指導課 (046)822-8525（直通）

Ⅱ 受検料等に関する問合せ先 
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１５ 公立学校の就学支援金制度の概要 
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入学検定料等減免制度（県の制度） 
 
（平成29年５月１日現在における制度であり、内容については改定する場合がありますので
事前に確認してください。） 

 
県立の高等学校では、受検料、入学料の全部または一部を免除する制度があります。 

免除の対象になるのは、次のいずれかに該当する方です。 

 ①生活保護を受給されている方 ②児童福祉施設に入所されている方又は里親に保護を受

けている方 ③経済的な理由で支払いが困難な方 ※ただし「③経済的な理由で支払いが

困難な方」の場合は、課税証明書等の審査が必要となります。 

○ 手続について 

  12 月中旬以降に通学している中学校を通じて、申請書を入手してください。なお、免除

申請手続は、各高等学校で行います。 

○ 申請期限について 

免除申請手続は、受検料は願書受付日の前日までに、入学料は入学手続日の前日までに

済ませてください。期限を過ぎたものについては免除することはできません。 

○ 問合せ先 各高等学校の事務室 または 

県教育委員会財務課財務指導グループ ℡ (045)210-8113(直通) 
 

○ 横浜市立、川崎市立、横須賀市立の各高等学校でも減免制度がありますので、各市立高

等学校の事務室または各市の教育委員会にお問い合わせください。 

 
（平成29年５月１日現在における制度であり、内容については改定する場合がありますので
事前に確認してください。） 

 
公立高校は原則として授業料を徴収しますが、申請の手続をすることにより、授業料の

負担がなくなります。 
 

○ 対象となる方 
保護者（親権者)の住民税のうち、「市町村民税所得割額」の合計が30万4,200円未満の世

帯の生徒 
 ○ 支給額 
   全日制：（年額）118,800円  定時制：（年額）32,400円   

通信制：１単位336円 
  ※ 生徒は授業料を納めることなく、学校が生徒に代わって国より就学支援金を受領し、 

授業料に充てます。（実際に支給額が支給される制度ではありません。） 
  ※ 通信制については、授業料の納付後、年度末に還付します。 

○ 手続について 
入学する高校で合格発表時に申請書等を配付します。 
申請書と、市町村民税所得割額が確認できるもの（市町村民税税額決定通知書、納税通

知書、課税証明書等）を入学する高校にご提出いただきます。 
入学後は、入学時の７月及び２年時・３年時・４年時にも申請や届出の手続がありま

す。 
◇ 対象となる方は必ず手続をしてください。手続が行われないと授業料をご負担いただき
ます。 

○ 問合せ先 各高等学校の事務室 または 
県教育委員会財務課財務指導グループ ℡ (045)210-8113(直通) 

        ※ 手続は各高等学校で行います。 

県立、市立共通の制度 
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